
論文 鉄筋コンクリート造柱梁接合部の変形成分の骨格曲線と履歴特性 
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要旨：本研究では，既往の実験結果を用いて，柱（梁）の変形成分として取り扱われる柱（梁）端部の回転

角を柱梁接合部の変形成分とした場合の柱，梁および柱梁接合部の復元力特性における骨格曲線と履歴特性

について検討する。柱（梁）の復元力特性における骨格曲線は，通常の平面保持を仮定した断面解析により

精度よく推定することが可能であった。また，柱梁接合部の復元力特性における履歴特性は，Takeda Slip モ

デルを基にして，除荷剛性，スリップ剛性および立ち上がり剛性の同定を試みた。 
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1. はじめに 

鉄筋コンクリート造建物の弾塑性骨組地震応答解析

においては，柱，梁および柱梁接合部それぞれの復元力

特性を，部材の寸法・配筋と材料特性から推定すること

が必要となる。本研究では，梁の曲げ強度に対する柱の

曲げ強度の比（以下，柱梁曲げ強度比）が 1.0 に近い場

合に，柱梁接合部の弾塑性変形が無視できない 1~6)こと

を踏まえて，それぞれの復元力特性における骨格曲線と

履歴特性における傾向を明らかにすることを目的とし

て，既に報告された 30 体の 1/3 スケールの平面十字形柱

梁接合部の静的漸増繰り返し実験の結果 1~6)を分析する

とともに，その推定方法の妥当性について検討する。 
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図－1 柱梁接合部部分架構の変形成分
7) 

2. 十字形柱梁接合部部分架構の力と変形 

図－1 に，水平力を受ける骨組の中から反曲点で切り

出した柱梁接合部部分架構の変形を構成する柱，梁およ

び柱梁接合部の変形とその定義 7)を示す。 

2.1 柱（梁）の復元力特性の定義 

 柱（梁）の復元力特性における力と変形は，柱（梁）

の梁（柱）フェースでのモーメント（M，以下，材端モ

ーメント）と部材角（R）の関係で代表され，隣接する

柱梁接合部の寸法や材料特性には影響を受けないもの

と仮定し，実験結果からその特性値を同定する。例えば，

左梁の材端モーメント（Mbn）と部材角（Rbn）は，次式

となる。 
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2.2 柱梁接合部の復元力特性の定義 

柱梁接合部の復元力特性における力と変形は，柱梁接

合部中心での節点モーメント（Mj）と柱梁接合部の変形

により生じる層間変形角（Rj）で代表され，隣接する柱

（梁）の状態には影響を受けないものと仮定し，実験結

果からその特性値を同定する。節点モーメント（Mj）は，

梁から柱に伝達されるモーメントの総和であり，次式の

ように，左右の節点モーメントの和とする。 

( )LVVM bsbnj +=
2
1  (2) 

柱梁接合部の変形成分は，柱（梁）端部の回転角（θct, 

θcb, θbn, θbs）と柱梁接合部のせん断変形角（γ，∠COD の

変化量）の計 5 つの成分であり，これらと層間変形角（Rj）

の関係は，幾何学的関係により次式により算定できる。 
( ) ( ) γχθθχθθχ jbsbnbcbctcjR ++++=  (3) 

ここに， 
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本研究では，上記のように，柱（梁）端部の回転は曲

げひび割れの拡大による柱梁接合部の変形成分に含ま

れることにしている。これは，柱（梁）端部の回転を，

柱梁接合部からの主筋の抜け出しの成分と考えて，柱

（梁）の変形成分に含める既往の考え方（例えば，日本

建築学会の耐震性能評価指針 8)）とは異なる。ここで，

柱（梁）端部の回転を柱梁接合部の変形成分として取り

扱う理由は，これらの変形量は，柱（梁）固有の特性で

はなく，柱梁接合部を通過する柱配筋・梁配筋や柱梁接

合部の形状に強く影響を受けるためである 9)。このよう

に，柱（梁）端部の回転角と柱梁接合部のせん断変形角

を一緒に柱梁接合部の変形として扱っておくことによ

り，力学モデルにより柱（梁）や柱梁接合部の力と変形

の関係の推定方法がより合理的で単純にできることが

期待される。 

 

3. 柱（梁）の復元力特性の骨格曲線と履歴特性 

3.1 骨格曲線 

柱（梁）の復元力特性の骨格曲線をトリリニア形にモ

デル化すると仮定し，第 1 折れ点は，曲げひび割れ発生

時（Rc, Mc）とし，第 2 折れ点は，主筋降伏時（Ry, My）

とする。 

3.1.1 モデル化 

曲げひび割れ発生時および主筋降伏時の材端モーメ

ントと部材角の計算値は，平面保持を仮定した断面解析

により算定する。その際，コンクリートの応力とひずみ

の関係は，Kent & Park による応力とひずみの関係 10)とす

る。曲げひび割れ発生時の部材角（Rc）と主筋降伏時の

部材角（Ry）は，曲げ変形による部材角と弾性せん断変

形による部材角との和とし，次式により算定する。 
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ここに，La：せん断スパン，φc：曲げひび割れ発生時の

曲率，φy：主筋降伏時の曲率，κ：断面形状係数（= 1.2），

Vc：曲げひび割れ発生時のせん断力，Vy：主筋降伏時の

せん断力，Gc：コンクリートのせん断弾性係数，A：部

材の全断面積 

3.1.2 モデル化による計算値と実験値との比較 

一例として，試験体 B043)の左梁と下柱のそれぞれの材

端モーメントと部材角との関係を，式(4)で求めた骨格曲

線と比較して，図－2 に示す。ここで，柱（梁）の部材

角は，図－3 のように，測定フレームの固定位置を梁（柱）

フェースから 13mm 離隔させて測定したものである。 

試験体 B04 は，柱梁曲げ強度比 1.48 の梁曲げ降伏型の

柱梁接合部であるが，接合部の損傷により，上記の平面 
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図－2 柱（梁）の荷重と変形（試験体 B043)
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図－3 柱（梁）のたわみの測定法 
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図－4 第 1 剛性と第 2 剛性 
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保持を仮定した断面解析による計算値より小さい荷重

と変形で柱主筋が降伏した。一方，左梁と下柱の見かけ

上の骨格は，曲げひび割れ発生時の荷重の実験値が計算

値より若干大きいが，平面保持を仮定した断面解析によ

る骨格曲線と概ね一致している。 

第 1 剛性・第 2 剛性の実験値に対する計算値の比と鉄

筋係数（q，引張鉄筋比（pt）とコンクリートの圧縮強度

（fc’）に対する主筋の降伏強度（fy）の比との積）との

関係を，図－4 に示す。ここで，第 1 剛性の実験値は，

ひび割れ発生前の載荷レベルにおける正負のピーク点

を結ぶ直線の傾きとした。第 2 剛性の実験値は，曲げひ

び割れ発生時と主筋降伏時を結ぶ直線の傾きとし，曲げ

ひび割れ発生時の荷重と変形は，計算値を用いた。また，

検討対象とした柱梁接合部試験体（30 体）の柱と梁の計

120 本のうち，炭素繊維により補強されたもの 4 本，上

端筋と下端筋が異なるもの 4 本，実験における測定が良

好ではないもの 17 本は，検討の対象外とした。 

第 1 剛性の実験値に対する計算値の比は，ほぼゼロに

近く，場合によってはマイナスになるところもあった。

理由は明らかではないが，微小変形の範囲において試験

体と測定フレームを連結する固定装置の剛性が小さか

ったのが一つの要因であると考えられる。 

 第 2 剛性の実験値に対する計算値の比は，平均 1.01，

標準偏差 0.31 で，ばらつきはあるものの，第 2 剛性は

柱（梁）自体の特性値から，曲げ理論により比較的精度

よく推定できると考えられる。 

3.2 履歴特性 

 本研究の検討対象である柱（梁）は，殆どの場合，図

－2 のように，主筋の降伏にも関わらず，降伏時の変形

を大きく上回る塑性挙動は見られなかった。以下では，

図－5 の Takeda モデル 11)を用いて，柱（梁）の履歴特

性について検討する。 

 実験終了時まで累積された柱（梁）の履歴吸収エネル

ギーの実験値に対する Takeda モデルによる履歴吸収エ

ネルギーの計算値の比と鉄筋係数との関係を，図－6 に

示す。 

履歴吸収エネルギーの実験値に対する計算値の比は，

図－2 の履歴特性の実験結果と図－5 の Takeda モデル

の履歴特性との比較からも予測できるように，平均 0.37，

標準偏差 0.20 で，Takeda モデルは履歴吸収エネルギー

能をかなり過小評価した。 

 

4. 柱梁接合部の復元力特性の骨格曲線と履歴特性 

4.1 骨格曲線 

柱梁接合部の復元力特性における骨格曲線は，柱（梁）

の場合と同様に，図－7 に示したトリリニア形にモデル

化するものと仮定する。 
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図－6 履歴吸収エネルギー 
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図－7 柱梁接合部の復元力特性の骨格曲線 

 

実験で得られた骨格曲線において，第 1 折れ点は接合

部パネルの斜めひび割れ発生時（Rjdc，Mjdc）とし，第 2

折れ点の荷重は正負の最大節点モーメント（Mju）の平均

値とする。第 2 折れ点の変形（Rju）は第 1 折れ点と第 2

折れ点を結ぶ直線の傾きが，第 2 剛性（K2）と等しくな

るように，次式により求めた。ここで，第 2 剛性（K2）

は，接合部パネルの斜めひび割れ発生時と接合部内の主

筋の初降伏時（Rjy，Mjy）を結ぶ直線の傾きとする。 
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このようにして求められる柱梁接合部の復元力特性

における骨格曲線上の各折れ点の荷重，変形，および剛

性に見られる傾向は，既報 1)で述べているので，ここで

は紙面の都合上省略する。 

なお，柱梁接合部の復元力特性の骨格曲線の算定法と

して合理的な方法は提案されていないので，以下の検討

では骨格曲線としては実験値を採用する。また，接合部
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パネルの圧壊が接合部内の主筋の降伏より先行した試

験体B03, B09, B10, D08の 4体は，検討の対象外とする。 

4.2 履歴特性 

接合部の履歴特性は，図－8 の Takeda Slip モデル 12)

を基本として検討することにする。Takeda Slip モデルの

履歴特性は，トリリニアの骨格曲線の他，除荷剛性低下

指数（b0），スリップ剛性低下指数（b2），スリップ剛性

硬化係数（b3）によって特定されるので，実験結果を使

ってこれらの値を同定する。 

4.2.1 降伏前の履歴特性 

一例として，試験体 B023)の降伏前までの節点モーメン

トと接合部変形による層間変形角との関係を，図－9 に

示す。 

(1) 除荷剛性 

降伏前の実験値における除荷剛性（Kr）は，除荷開始

点（a 点）と除荷終了点（b 点）を結ぶ直線の傾きとする。

ここで，除荷終了点の変形（X0）は，荷重ゼロ付近の 2

点を線形補間して算定する。この方法は，除荷終了時の

残留変形を正確に評価するメリットがあるものの，除荷

時におけるエネルギーの放出量を過大に評価するデメ

リットがある。 

除荷剛性に対する Takeda Slip モデルによる除荷剛性

の比（Sr / Kr）と第 2 折れ点の変形に対する除荷開始時

の変形の比（Rjm(2) / Rju）との関係を，図－10 に示す。こ

こで，Takeda Slip モデルによる除荷剛性（Sr）は，除荷

開始点（a 点）と指向方向の第 1 折れ点（C 点）を結ぶ

直線の傾きである。 

除荷剛性に対する Takeda Slip モデルによる除荷剛性

の比（Sr / Kr）は，ばらつきはあるものの，平均 0.82，

標準偏差は 0.11 であり，降伏前の除荷時における指向点

は，概ね，指向方向の第 1 折れ点であった。 

(2) 除荷後の再載荷時の剛性 

実験値における除荷後の再載荷時の剛性（Kh）は，除

荷終了点（b 点）と指向方向の前回のピーク点（c’点）

の変形に達した点（c 点，以下，今回のピーク点）を結

ぶ直線の傾きとする。この方法としたのは，1 サイクル

あたりのエネルギー吸収量が実験と近くなるようにす

るためである。 

再載荷時の剛性に対する Takeda Slip モデルによる再

載荷時の剛性の比（Sh / Kh）と第 2 折れ点の変形に対す

る今回のピーク点の変形（Rjm(3) / Rju）の比との関係を，

図－11 に示す。 Takeda Slip モデルによる再載荷時の剛

性（Sh）は，除荷終了点（b 点）と指向方向の前回のピ

ーク点（c’点）を結ぶ直線の傾きである。 

再載荷時の剛性に対する Takeda Slip モデルによる再

載荷時の剛性の比（Sh / Kh）は，平均 1.05，標準偏差 0.09

であり，繰り返し載荷による耐力低下は殆どなく，再載 
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図－8 Takeda Slip モデル
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図－9 柱梁接合部の荷重と変形（降伏前，試験体 B023)
） 
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図－10 降伏前の除荷剛性 
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図－11 降伏前の除荷後の再載荷時の剛性 
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荷時の指向点は，ほぼ，指向方向の前回のピーク点であ

った。 

以上より，降伏前では，骨格曲線が適切に選んであれ

ば，Takeda Slip モデルの履歴ルールに従い，接合部の復

元力特性における履歴特性を定めることができると考

えられる。 

4.2.2 降伏後の履歴特性 

次に，試験体 B023)の実験終了時までの節点モーメント

と接合部変形による層間変形角との関係を，図－12 に示

す。 

(1) 除荷剛性 

降伏後の実験値における除荷剛性（Kr）は，除荷開始

点（a 点）と除荷終了点（b 点）を結ぶ直線の傾きとする。

ここで，除荷終了点の変形（X0）は，直線的に除荷され

たと仮定した場合（a-b）のエネルギーの放出量が実際の

除荷時（a~b’）のエネルギーの放出量と等しくなるよう

に算定する。 

基準剛性（Scy，負側の第 1 折れ点と正側の第 2 折れ点

を結ぶ直線の傾き）に対する除荷剛性の比（Kr / Scy，以

下，基準化除荷剛性）と第 2 折れ点の変形（Rju）に対す

る除荷開始時の変形（Rjm(2)）の比との関係を，図－13

に示す。 

基準化除荷剛性における繰り返し載荷による剛性低

下および正負加力方向の影響は，殆ど見られなかった。

また，基準化除荷剛性は，除荷時の変形の増加と共に小

さくなるが，平均 1.08，標準偏差 0.28 であり，降伏後

の除荷剛性として基準剛性を用いても差し支えはない

と考えられる。 

(2) スリップ剛性 

実験値におけるスリップ剛性（Ks）は，除荷終了点（b

点）と変形ゼロ点（e 点）を結ぶ直線の傾きとする。 

スリップ開始点（b 点）と今回のピーク点（d 点）を

結ぶ直線の傾きに対するスリップ剛性の比（以下，基準

化スリップ剛性）とスリップ開始点の変形と今回のピー

ク点の変形の和に対する今回のピーク点の変形の比と

の関係を，図－14 に示す。 

本研究の検討対象の柱梁接合部では，柱の軸力がゼロ

であったため，スリップ性状が激しく，スリップ剛性低

下指数（b2）は，2 ~ 6 程度であった。 

(3) 立ち上がり剛性 

実験値における立ち上がり剛性（Kp）は，立ち上がり

開始点（c 点）と今回のピーク点（d 点）を結ぶ直線の傾

きとする。ここで，立ち上がり開始点（c 点）は，除荷

終了点（b 点）と変形ゼロ点（e 点）を結ぶ直線の延長線

上に位置し，除荷時と同様に，直線的に再載荷されたと

仮定した時（b-c-d）のエネルギー吸収量が実際の再載荷

時（b’~d）のエネルギー吸収量と等しくなるように算定 
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図－12 柱梁接合部の荷重と変形 
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図－13 降伏後の除荷剛性 
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図－14 降伏後のスリップ剛性 
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図－15 降伏後の立ち上がり剛性 
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する。 

原点と今回のピーク点（d 点）を結ぶ直線の傾きに対

する立ち上がり剛性の比（以下，基準化立ち上がり剛性）

とスリップ開始点の変形と今回のピーク点の変形の和

に対する今回のピーク点の変形の比との関係を，図－15

に示す。 

基準化立ち上がり剛性は，ばらつきはあるものの，平

均 1.43，標準偏差 0.26 であった。また，基準化立ち上

がり剛性と経験した変形との相関は，あまり見られなか

った。 

(4) 繰り返し載荷時の耐力低下 

柱・梁主筋の降伏以降では，図－12 のように，同一変

形振幅の繰り返し載荷による耐力低下が，降伏前に比べ

て著しかった。しかし，指向方向の前回のピーク点の変

形を超えると荷重は再び増加し，前回のピーク時の荷重

にほぼ達した。また，負側への再載荷時における指向点

は，負側のピーク点ではなく正側のピーク点の原点に対

する対称点であった。即ち，主筋降伏後の除荷後の再載

荷時の指向点は，正負で経験した最大応答点のうち変形

の絶対値が大きいほうの応答点である。これらの特徴は，

Takeda Slip モデルで表現できない特徴である。 

 

5. まとめ 

 本研究では，既往の十字形柱梁接合部の実験結果を用

いて，柱，梁および柱梁接合部の各部分の復元力特性に

おける骨格曲線と履歴特性について検討して，以下の知

見を得た。 

(1) 接合部の損傷により柱（梁）の危険断面付近で局所

的に平面保持の仮定が成立しなくても，部材レベル

としての荷重と変形の関係は平面保持を仮定した断

面解析により求めた荷重と変形の関係と大差はなか

った。 

(2) 接合部の履歴モデルは，Takeda Slip モデルを基に，

除荷剛性低下指数，スリップ剛性低下指数，スリッ

プ剛性硬化係数を特定することができた。 

(3) 柱梁接合部のモデル化にあたっては，主筋の降伏以

降においては，再載荷時における指向点を正負のピ

ーク点のうち変形の絶対値が大きい方の原点に対す

る対称点とすること，繰り返し載荷による耐力低下

を考慮することの必要性が認められた。 
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